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「管理不全空家空地対策初動対応（現地調査等）業務」 

業務委託仕様書 

1. 業務名称 

管理不全空家空地対策初動対応（現地調査等）業務 

 

2. 業務の目的 

本業務は、各区地域協働課で受けた管理不全空き家・空き地に関する通報について、空家等

対策の推進に関する特別措置法（以下、「空家特措法」という）及び神戸市空家空地対策の

推進に関する条例（以下、「空家空地条例」という）に基づく指導等の措置に関し、初動対

応として、各区地域協働課職員に代わり、現地確認・所有者調査・文書送付を行い、結果を

報告することで、効果的かつ円滑に初動対応を進めることを目的とする。 

 

3. 契約期間 

契約締結日から令和８年 3 月 31 日 

 

4. 履行場所 

神戸市内全域 

 

5. 契約方法・履行件数 

本契約は、概算支払による契約とし、「6.業務内容」の各業務について、個別の空家空地ご

とに実施する。契約上の履行件数は、各年度末の各区地域協働課からの依頼件数をもって確

定し、大幅な件数の増加がある場合は、別途協議するものとする。 

 

6. 業務内容 

本委託業務では、以下の(1)～(6)の業務を行うこととする。なお、業務全体の流れについて

は、別紙フロー図を確認すること。 

(1) 現地調査・報告 

ア 現地調査 

 受託者は、各区地域協働課より指示を受けてから、原則として原則５営業日以内に現地

調査を実施する。 

 現地調査については、別紙 1「空家確認票」及び「空地確認票」を用い、当該案件が空

き家であるか及び空き地であるかを確認し、確認項目に該当する現場状況の写真を撮

影する。 

 現場写真については、細部が判明できる明瞭なものとし、以下の点に留意して撮影する。 
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 可能な限り全景が確認できる写真を撮影する。 

 建物・擁壁については、管理不全箇所が確認できる写真のほか、可能な限り外壁各

面の写真を撮影する。 

 立木・雑草については、周辺への影響を及ぼしている箇所が確認できる写真を撮影

する。 

 調査の際は、許可がない限り敷地境界線から立ち入らない条件で行うものとし、案件が

確認できる各方角から調査するなど、近隣から確認できる範囲の内容についてすべて

調査を行う。 

 なお、調査時には委託者が貸与する調査員証を常に携帯し、当該案件の関係者や近隣住

民等から質問を受けた場合は、必要に応じて調査員証を提示し、神戸市からの委託に基

づく業務であることを説明する。 

イ 報告 

 受託者は現地調査を実施した個別の空家空地について、現地調査で撮影した写真空家

空地管理台帳システム（kintone）上にアップロードし必要項目を入力する。 

 データのアップロードは現地調査から１週間以内に必ず完了するものとする。 

 依頼元の各区地域協働課が入力内容を精査し、内容に疑義が生じた場合、受託者は各区

地域協働課からの問い合わせに対応するとともに、不備があった場合には追加で現地

調査を行う。 

 

(2) 所有者等調査 

 上記（1）イの報告を受けた各区地域協働課が、空家空地に関する通報として受理し、所有

者調査依頼（空家空地管理台帳システム（kintone）（詳細については「８ 空家空地管理デ

ータベース（kintone）に関する事項」参照）上で行うことを想定）があった場合、受託者

は以下のとおり所有者等調査を実施する。 

ア 登記情報の取得 

 受託者は、各区地域協働課から依頼を受けた案件について、案件の所在する地番・家屋

番号を特定し、登記情報提供サービス(https://www1.touki.or.jp/gateway.html)による

オンライン申請により土地及び建物登記を取得する。法人所有の場合は法人登記も併

せて取得する。 

 また、敷地境界が不明確な場合等については合わせて公図や建物図面等を取得する。

（なお、公図データは G 空間情報センター

(https://front.geospatial.jp/news/2023/01/2136/)による無料取得が可能である。） 

 オンライン申請にかかり発生する費用は全て受託者の負担とする。 

 受託者は、取得した登記情報データ（PDF）は、クラウド上の空家空地管理台帳システ

ム（kintone）にアップロードし、必要項目を入力する。 
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 登記が不存在の場合、その旨各区地域協働課へ報告する。その場合、各区地域協働課に

おいて別途、固定資産税照会により所有者等調査を行う。 

 

イ 戸籍・除籍謄本、原戸籍謄本、戸籍の附票、住民票及び除票（以下「戸籍等」とする）

の取得及び報告 

 委託者から受託者へ公用請求にかかる委任状（別紙 2）を発行し、空家特措法及び神戸

市空家空地条例に基づく公用請求として事務を行う。 

 受託者は各区地域協働課から依頼のあった案件について、職務上請求書（別紙 3）の文

案を作成し、各区地域協働課へ送付する。各区は受託者から送付のあった文案について、

決裁を取得し、照会先へ送付する。 

 照会先からの照会文書の内容にかかる問い合わせについては、受託者において対応す

る。（照会文書の連絡先欄に受託者の連絡先を記載） 

 照会先から送付のあった戸籍等（原本）は受託者において受領し、PDF 化処理を行い、

各区に送付する。受領した戸籍等の原本は紛失・漏洩がないよう受託者の責任において

厳重に管理する。 

 受領した戸籍等（原本）ついては、一定期間受託者において保管し、一括して各区に送

付する。 

ウ 相続調査 

 上記の戸籍等の取得により、所有者死亡が確認できた場合、引き続き法定相続人調査を

実施する。ただし、相続人の現住所が確認できるまでとする。（相続調査にかかる戸籍

等の取得手順は上記イと同様）。 

 受託者による相続調査は、二親等（兄弟姉妹・祖父母・孫）までの範囲とし、別紙 4 様

式により相続関係図を作成する。 

 調査終了後、各区地域協働課へ関連データとともに報告する。 

 

(3) 兵庫県司法書士会への調査委託 

 上記の相続調査の結果、相続人の範囲が三親等（曾祖父・曾孫・叔父叔母・甥姪）以上

に広がる場合は、空家空地管理台帳システム（kintone）により、兵庫県司法書士会へ

の調査委託候補案件として、各区地域協働課及び安全対策課へ報告する。 

 それらについて、別途締結する委託契約に基づき、安全対策課から兵庫県司法書士会へ

相続調査依頼を行う。受託者は、これまでに取得した戸籍等の必要な書類について、兵

庫県司法書士会へ記録の残る方法で送付する。 

 兵庫県司法書士会による相続調査完了後、受託者において同会からの調査結果を受領

し、その結果を空家空地管理台帳システム（kintone）に入力する。 

（参考）相続調査委託件数 想定数量：約 80 件／年 
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(4) 文書作成及び送付 

 受託者は各区地域協働課から通知文作成依頼（空家空地管理台帳システム（kintone）

上で行うことを想定）を受領した時から、別紙 5 により、原則５営業日以内に通知文案

を作成し、依頼元の各区地域協働課に word データで提出する。 

 各区地域協働課にて文書決裁後、受託者にて文書送付を行う。 

 

(5) 経過観察 

ア 新規案件 

 文書送付後、概ね２か月経過後に、文書送付を行った案件を対象に再度現地調査（経過

観察）を行う。文書送付後改善が見られたか否かを確認できるようにするため、初回現

地調査時に撮影した写真と同じ角度で撮影する。 

 依頼は、空家空地管理データベース（kintone）により各区地域協働課及び安全対策課か

ら行う。 

 現地調査後の報告については、上記(1)イ報告と同様の作業を行う。 

 

イ 継続案件 

 新規案件とは別に、契約開始前に通報があり未改善の案件については「継続案件」とし、

各区地域協働課及び安全対策課の依頼に基づき、「ア 新規案件」と同様に現地調査を実

施し、報告を行う。 

 依頼方法については上記「ア新規案件」と同様、空家空地管理データベース（kintone）

による。 

 

 

(6) 打合せ協議・研修の実施 

 受託者は、個別の空家空地の依頼を受ける前に業務全体について委託者と打合せ協議

を行う。この打合せ協議において、委託者から業務内容の詳細について説明を行う。 

 契約開始後、約 1 カ月間は研修期間とし、業務開始前に、受託者の業務に従事する職員

に対し、本業務に関する研修を実施する。 

 受託者において、本業務の実施にかかる業務マニュアルを作成する。 

 当該研修は受託者において企画し、研修の実施時期や、研修の具体内容、期間等につい

て委託者と協議を行い、委託者に研修実施計画書を提出し、承認を得た上で実施する。 

 

7. 予定数量（年間） 

新規案件：約 800 件 

継続案件：約 1,200 件 

（参考：令和３年度の各区通報件数（概数）の内訳） 
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東灘 灘 中央 兵庫 北 北神 長田 須磨 垂水 西 
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8. 空家空地管理データベース（kintone）に関する事項 

【システムイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 kintone のライセンス費用については、受託者の必要分を受託者の負担において支払う。 

（ライセンス費用 参考：サイボウズ社 HP（https://kintone.cybozu.co.jp/price/）） 

 情報漏えい対策として、受託者が現地調査等で使用する全端末（タブレット）には盗難防

止措置や覗き見防止（フィルター装着等）を行うこと。 

 端末内に不必要にデータを残さないよう、受託者が使用する全端末においてスクリーンシ

ョットは行わないこと。 

 受託者が使用する全端末において、プリンターへの接続（印刷）を禁ずる。 

 なお、当該システムは現在構築中であり、入力項目やデータ管理等のシステムの仕様が未

確定であり、運用方法に変更が生じる可能性がある。その場合は別途協議する。 

 

9. 実施体制 

本仕様書に記載した業務を円滑かつ確実に遂行することが可能な体制を整備すること。 

また、業務全体を統率する業務遂行責任者をおくこと。 

 

10. 業務の進捗報告・成果物 

 受託者は委託にて依頼を受けた個別の空家空地の案件について、6（1）～（5）の依頼受

https://kintone.cybozu.co.jp/price/
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領日、対応完了日、疑義事項への対応などの記録をまとめた「業務報告書」を作成し、委

託期間中においても、神戸市の求めに応じて都度共有する。 

 業務開始後、1 カ月に 1 回、定例で業務遂行上生じた疑義その他進捗状況の共有のため、

対面または Web 会議により、月例報告会を実施する。対面の場合の会議場所は委託者が

指定する。 

 

11. 留意事項（個人情報の取扱い・秘密の保持） 

 本委託業務の履行にあたり取得した個人情報が含まれる資料は、受託者以外に見られな

い形で施錠できる棚等に保管すること。紙媒体による受け渡しがある場合は、紛失等に

よる流失を防ぐためのファイリング等の措置を講じること。 

 本委託業務の履行にあたり知り得た事実は、委託業務の実施以外に使用してはならず、

第三者に漏らしてはならない。また、委託業務の完了後も同様に秘密を保持しなければ

ならない。 

 

12. 特記事項 

 業務の遂行の際は、必要事項について、十分協議を行うとともに、本市担当者の指示を

受けること。また、作業内容等について疑義が生じたときは、速やかに本市担当者と協

議の上、対応すること。 

 業務中の事故（人身事故を含む）については、本市に過失がある場合を除き、一切受託

者の責において処理すること。 

 本仕様書に記載のない、業務に必要な機材等一切（メジャー等）については、受託者に

おいて用意する。 

 業務の実施に当たり、作業員に対する労働基準法、労働安全衛生法及びその他関連法規

を遵守すること。 

 本仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、「神戸市契約規則（昭和 39

年３月規則第 120 号）の定めるところにより、本市と協議により解決する。 

 

13. 担当課 

神戸市 建築住宅局建築指導部 安全対策課 

住 所：神戸市中央区浜辺通２－１－30 三宮国際ビル５階 

電 話：078-595-6574 

E メール：anzensuishin@office.city.kobe.lg.jp 
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（別紙）業務フロー図 

 

司法書士会 安全対策課 委託事業者 各区 
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